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▽令和４年度 第１回文書理事会について 
 

本年度第１回理事会は、去る５月９日付全

視連第４－６号文書をもって、５月２７日を

理事会指定日として文書理事会のご案内を致

しましが、各理事から全議案について反対意

見は特になく、原案通り承認をいただきまし

た。 

 

【文書理事会により決定された事項】 

第１号議案 

令和３年度事業報告書（案）に関する件 

第２号議案 

令和３年度収支決算書（案）に関する件 

第３号議案 

令和４年度事業計画書（案）に関する件 

第４号議案 

令和４年度収支予算書（案）に関する件 

第５号議案 

役員改選（案）に関する件 

 

 

                                             

▽令和４年度、５年度の役員について 
 

全視連の役員の任期は２年となっており、

今年度は役員改選のため理事会の承認のもと、

下記の方々にご就任いただくこととなりまし

た。令和４年度、５年度の役員は以下の通り。

なおアンダーラインは新規に就任された方々

です。 

 

会 長 

・馬場祐次朗（東京農業大学非常勤講師／

元文部科学省生涯学習政策局社会教育

官） 

副会長 

・鈴木 等（茨城県視聴覚教育振興会顧問） 

・櫻井和宏（新潟県立生涯学習推進センタ
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ー所長） 

常任理事 

・大門和則（栃木県視聴覚教育連盟委員長） 

・山下 武（群馬県視聴覚ライブラリー連

絡協議会会長） 

・冨士池長雄（埼玉県視聴覚教育連絡協議

会会長） 

・小安和美（千葉県視聴覚ライブラリー連

絡協議会理事長） 

・岡部守男（日本視聴覚教育協会常務理事） 

監 事 

・永瀬 淳（北村山視聴覚教育センター所長） 

・田村修一（仙台市教育委員会生涯学習課長） 

事務局長 

・佐藤 正（日本視聴覚教育協会事務局次長） 

 

 

                                             

▽令和４年度 講師派遣事業について 
  

本事業は、各加盟団体が実施する研究会・

研修会に対して、“全視連指導協力者会議“の

学識経験者の中から、または加盟団体が独自

に選定する講師を要請に応じて講師の派遣を

行い、全視連が講師謝金を負担する事業です。

各加盟団体等が主催する研究会や生涯学習メ

ディア利用研修会等への講師派遣申請を 10

月 28 日まで受け付けています。 

 

※なお、コロナウイルスの感染状況によって

は、テレビ会議での講演となることがあり

ます。 

 

 

＜講師＞            （敬称略） 

・市川 昌（江戸川大学名誉教授） 

・伊藤敏朗（映画監督、東京情報大学非常勤

講師） 

・坂井知志（日本デジタルアーキビスト資格

認定機構理事／岐阜女子大学特別

客員教授） 

・篠原文陽児（東京学芸大学名誉教授） 

・立見康彦（群馬大学教育学部大学院教育学

科研究科客員教授） 

・平沢 茂（文教大学名誉教授） 

・吉田広毅（関東学院大学国際文化学部教授） 

・村上長彦（全国視聴覚教育連盟専門委員長） 

・丸山裕輔（新潟県五泉市立村松小学校教諭／

全国視聴覚教育連盟副専門委員長） 

 

 

 

 

昨年の講演の様子（新潟県：Zoom32 名、サテラ

イト会場６名） 
昨年の講演の様子（愛媛県：Zoom60 名） 
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▽えすけーぷ 

 

 先日、東京ビッグサイトで開催された「第 13

回教育総合展（EDIX）東京」に行ってきました。

展示会場にはGIGA スクールに関連したブース

が数多く出展していました。 

 また、参加したセミナーでは、「首長パネルデ

ィスカッション」において流山市長、川崎市長、

松阪市長が市のGIGAスクールの取り組み状況

をプレゼンし、文部科学省初等中等教育局修学支

援・教材課 GIGA スクール推進チームリーダーに

よる「GIGAスクール構想による教育の質の向上」

では GIGA スクール構想が始まった経緯やその

進捗状況、GIGA スクール構想の今後の展開等に

ついて紹介していました。 

 現場では様々な困難に遭遇しながら、教員の皆

さんが、これからを担う子どもたちのためにデジ

タルを活用した教育を進めており、これからの教

育においてはデジタル化が前提とされていくこ

とになります。 

 また、企業においても DX（デジタルトランス

フォーメーション）の推進が不可欠のものとされ

てきており、DX の「進化したデジタル技術を浸

透させることで人々の生活をより良いものへと

変革すること」という考え方が、これからの社会

生活の基底になっていきます。企業においては、

デジタル人材の育成、採用ということが課題とな

り、経済産業省では「マナビ DX」というサイト

を立ち上げて人材育成の支援をしています。 

 しかし、実際には多くの成人ことに高齢者が、

何の支援もなく、気が付いたら徐々にデジタル化

している社会生活の中で戸惑っているのではな

いでしょうか。平成 12年度に全国規模で実施さ

れた IT 講習会は、一定の成果を収めたともいわ

れますが、継続して取り組んでいる自治体は限ら

れています。 

 日常生活の中でも、ATM が中心となった銀行

の窓口で戸惑う人や、無人になったり限られた駅

員しかいない駅の自動販売機で戸惑う人をよく

見かけます。 

 GIGAスクールやDXが基底となる社会におい

て、すべての人が「学べる」「サポートを得られ

る」という仕組みを作るのは、住民にとって身近

な行政機関である地方公共団体であり、直接住民

と触れ合うサービス施設の職員なのではないか

と思います。（T.M） 

 
－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－  
全国視聴覚教育連盟  
〒105-0001 東京都港区虎ノ門 3-10-11 虎ノ門 PF ビル  
TEL：03-3431-2186／Fax：03-3431-2192 
HP：http://www.zenshi.jp/ 
Mail： info@zenshi .jp 

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－  
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